
 

瑞浪市における再生可能エネルギー発電設備の設置と自然環境等の保

全との調和に関する条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、瑞浪市における再生可能エネルギー発電設備の設置と

自然環境等の保全との調和に関する条例（令和２年条例第１２号。以下

「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例

による。 

（事業抑制区域の指定） 

第３条 条例第４条第２項（同条第４項において準用する場合を含む。）の

規定による告示は、瑞浪市公告式条例（昭和２９年条例第３号）第２条第

２項の掲示場に掲示することにより行うものとする。 

 （事業抑制の依頼） 

第４条 市長が事業者に対し、条例第５条第１項に規定する依頼を行うとき

は、事業抑制依頼書（様式第１号）により行うものとする。 

２ 事業者は、条例第５条第２項に規定する回答を行うときは、事業抑制依

頼回答書（様式第２号）により行うものとする。 

 （事業計画の調整） 

第５条 条例第６条第１項の規定による事業計画の調整は、事業計画協議申

出書（様式第３号）に、次に掲げる書類のうち、当該事業に必要な書類を

添付し、市長と協議する方法により行うものとする。 

（１） 事業概要書（様式第４号） 

（２） 立地環境に関する調査概要書（様式第５号） 

（３） 保守管理に係る計画書（様式第６号） 

（４） 生活環境及び景観保全に関する計画書（様式第７号） 

（５） 撤去及び処分に関する計画書（様式第８号） 

（６） 事業計画区域の位置図及び区域図 

（７） 地番表（３筆以上の場合） 

（８） 土地（建物）登記事項証明書（写し可） 

（９） 地籍図（公図）の写し 



 

（１０） 求積図 

（１１） 現況図 

（１２） 土地利用計画平面図 

（１３） 造成計画平面図及び断面図 

（１４） 排水計画平面図及び断面図 

（１５） 排水施設構造図 

（１６） 流末水路構造図 

（１７） 崖断面図 

（１８） 擁壁の断面図 

（１９） 再生可能エネルギー発電設備の構造図及び配線図 

（２０） 現況写真 

（２１） 前各号に定めるもののほか、その他市長が認める書類 

２ 事業者は、事業区域に事業抑制区域を含むときは、条例第６条第２項の

規定による事業計画の調整において、事業抑制区域の対策に関する申出書

（様式第９号）を提出し、その内容を事業計画に反映させなければならな

い。 

３ 市長は、事業計画の調整において条例第６条第１項又は第２項に規定す

る事項が盛り込まれていないと判断されるときは、事業計画補正通知書

（様式第１０号）により、事業者にその内容について補正を求めることが

できる。 

４ 条例第６条第４項の規則で定める書類は、事業計画調整完了申出書（様

式第１１号）とする。 

５ 条例第６条第５項の通知は、事業計画調整完了通知書（様式第１２号）

により行うものとする。 

 （住民説明会） 

第６条 事業者は、条例第６条第６項及び第７条第３項に規定する住民説明

会を開催しようとするときは、事前に住民説明会の日時、場所、計画する

再生可能エネルギー発電設備の種別、事業区域の区域図及び面積、事業者

の住所及び氏名（法人その他の団体にあっては、その名称及び代表者の氏

名並びに主たる事務所の所在地）、連絡先その他必要な事項を記載した文

書を作成し、配布、回覧その他の方法により地域住民等へ周知を図らなけ



 

ればならない。 

２ 事業者は、住民説明会を開催するに当たって、当該地域住民等が参加し

やすい日時及び場所について配慮しなければならない。 

３ 事業者は、住民説明会を開催したときは、住民説明会開催報告書（様式

第１３号）に、次に掲げる書類を添付し、住民説明会を開催した日から起

算して７日以内に市長に報告しなければならない。 

（１） 住民説明会で配布した資料 

（２） 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

４ 地域住民等は、住民説明会の内容に対して、意見の申出を行うことがで

きる。 

５ 前項の意見の申出を行おうとする者は、住民説明会が開催された日から

起算して１４日以内に、住民意見書（様式第１４号）を事業者に提出する

ものとする。 

６ 事業者は、住民意見書の提出があったときは、住民説明会が開催された

日から起算して２１日以内に、住民意見書概要書（様式第１５号）に、当

該提出があった住民意見書の写しを添付し、市長に報告しなければならな

い。 

７ 事業者は、住民意見書の提出があった日から起算して１４日以内に、当

該住民意見書を提出した地域住民等に対し見解書（様式第１６号）を提出

しなければならない。 

８ 事業者は、前項の見解書を提出するときは、地域住民等に対しその内容

をよく説明し、当該地域住民等の理解を得るよう努めるものとする。 

９ 事業者は、第７項の規定による見解書を提出したときは、対応状況報告

書（様式第１７号）に、住民意見書及び見解書の写しを添付して、当該見

解書を提出した日から起算して１４日以内に市長に報告しなければならな

い。 

１０ 事業者は、地域住民等が住民説明会の開催に応じないときは、説明書

を個別に配布するなど事業の周知に努めるものとする。 

１１ 事業者は、前項の場合において、その対応した状況について、対応状

況報告書により、市長に報告するものとする。 

１２ 市長は、必要があると認めるときは、住民説明会に市の関係職員を出



 

席させることができる。 

 （事業計画の届出等） 

第７条 条例第７条第１項の規定による届出は、次に掲げる書類及び再生可

能エネルギー発電事業計画届出書（様式第１８号）によるものとする。 

（１） 経済産業大臣に申請した再生可能エネルギー発電事業計画認定申

請書の写し及び添付書類の写し 

（２） 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措

置法（平成２３年法律第１０８号）第１６条第１項の規定による電気事

業者との接続契約締結の状況 

 （事業計画の変更） 

第８条 条例第７条第４項の規定による変更の届出は、再生可能エネルギー

発電設備事業計画変更届（様式第１９号）により行うものとする。 

２ 条例第７条第６項の規則で定める変更は、次に掲げるものとする。 

（１） 事業区域の面積、建築面積又は工作物設置面積の縮小 

（２） 建築面積又は工作物設置面積の１０パーセント以内の拡大 

（３） 周辺区域に影響を及ぼさない程度の建築物又は工作物の配置の変

更 

（４） 住民説明会の意見を反映させたことによる計画の変更 

（５） その他市長が定める変更 

 （工事の届出） 

第９条 条例第８条第１項の規定による届出は、工事（着手・中断・再開・

完了・廃止）届出書（様式第２０号）により行うものとする。 

 （工事完了の確認） 

第１０条 市長は、条例第８条第１項の規定により、工事の完了の届出があ

ったときは、条例第９条の規定により監視員に現場を確認させた後、工事

完了確認通知書（様式第２１号）により事業者に通知するものとする。 

 （標識の設置） 

第１１条 条例第１０条第１項の規則で定める標識は、次の各号に規定する

期間に応じ、当該各号に定める様式とする。 

（１） 条例第６条第５項の規定による通知があったときから事業が完了

するまでのうち、工事を行う期間  様式第２２号 



 

（２） 設置に係る工事が完了してから事業が完了するまでの期間  様

式第２３号 

２ 事業者は、標識を設置したときは、設置した日から 7 日以内に標識設

置届（様式第２４号）に、次に掲げる書類を添付して、市長に報告しなけ

ればならない。 

（１） 標識を設置した場所が明示された図面 

（２） 標識の設置の状況及び記載された内容が分かる写真等 

 （関係書類の閲覧） 

第１２条 条例第１１条第２項の規定による申出は、再生可能エネルギー発

電設備に係る閲覧申出書（様式第２５号）により行うものとする。 

 （報告及び資料の提出） 

第１３条 市長は、条例第１２条第１項の規定により、事業者に対し報告を

求めるときは、事業実施状況報告依頼書（様式第２６号）により行うもの

とする。 

２ 事業者は、前項の規定により報告依頼を受けたときは、事業実施状況報

告書（様式第２７号）により市長に報告しなければならない。 

（監視員） 

第１４条 条例第１２条第３項に規定する証明書は、身分証明書（様式第２

８号）とする。 

 （指導、助言又は勧告） 

第１５条 条例第１３条第１項の規定による指導又は助言は、指導・助言通

知書（様式第２９号）によるものとする。 

２ 指導・助言通知書を受けた事業者は、通知された内容に適合させるため

に関係行政機関、地域住民等との調整、協議等を自らの責任において行わ

なければならない。 

３ 指導・助言通知書を受けた事業者は、通知された内容に適合するに至っ

たときは、指導・助言・勧告事項回答書（様式第３０号）により市長に回

答しなければならない。 

４ 条例第１３条第２項の規定による勧告は、勧告書（様式第３１号）によ

るものとする。 

５ 第２項及び第３項の規定は、前項の勧告に準用する。この場合において、



 

第２項及び第３項中「指導・助言通知書」とあるのは「勧告書」と、「通

知」とあるのは「勧告」と読み替えるものとする。 

附 則  

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 


